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政務活動費取扱いマニュアル改訂 

１ 主な変更点に係る新旧対照表 

旧 新 

（新設） 広報紙作成にあたっての運用ルール 

 広報紙については、市政に関する情報を市民に広報する調査研究活動とし

ての側面を有する一方、副次的効果として、議員自身及びその活動実績につ

いても市民に印象付けることによって支援者を獲得、保持するなどの選挙活

動、後援会活動としての効果等も有することから、議員個人を宣伝（PR）

し、周知させる可能性の高い以下の４項目の基準を設ける。 

①紙面の表題 

表題の大きさ（議員の顔写真があればこれを含む。）は、紙面の５分の１程

度であること。５分の１を超えた場合については、その２分の１を按分する

こと。また、表題のうち議員の氏名（会派名）とタイトルの題字の大きさは

同程度であること。 

②議員の顔写真 

顔写真（イラスト含む）の大きさは、縦横がそれぞれ紙面全長の５分の１程

度であること。５分の１を超えた場合については、顔写真が掲載された当該

ページの２分の１を按分すること。ただし、顔写真の大きさが紙面全長の２

分の１を超えた場合は、顔写真が掲載された当該ページの全額を計上するこ

とはできない。 

③ あいさつ文 

広報紙の導入部分としての社会儀礼上の簡易な挨拶程度のものであること。 

④プロフィール 

プロフィールの大きさは、紙面の１０分の１程度であること。１０分の１を

超えた場合については、プロフィールが掲載された当該ページの２分の１を

按分すること。 

資料２ 
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旧 新 

（８） 資料購入費  

①、② 略 

（新設） 

（８） 資料購入費  

①、② 略 

③一般書籍（会報等の購読を目的とする年会費の支出も含む） 

 ・書籍等購入理由書（参考様式第６号、P77）を添付してください。 

 

◆添付書類 

・書籍等購入理由書（参考様式第６号、P77） 

・書籍の表紙の写し 
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旧 新 

（９） 人件費  

①、② 略 

③親族雇用 

・配偶者、扶養関係にある者、同居し生計を一にする親族の雇用経費は対象

外となります。 

 

 

・上記以外の親族を雇用する場合は、社会通念上妥当と判断される雇用契約

を結ぶ等であれば対象となります。 

 

◆添付書類 

 ・職員雇用台帳 

 （職員雇用台帳とは別に、雇用契約書を作成し保管する必要があります。） 

（９） 人件費  

①、② 略 

③親族雇用 

・３親等以内の親族、配偶者、扶養関係にある者、同居し生計を一にする親族

の雇用経費は対象外となります。（ただし、議員個人との雇用契約ではなく、

会派や政党が雇用している事務員については除く。（勤務実態による按分を要

する。）） 

・上記以外の親族を雇用する場合は、社会通念上妥当と判断される雇用契約

を結ぶ等であれば対象となります。 

 

◆添付書類 

 ・職員雇用台帳 

 （職員雇用台帳とは別に、雇用契約書を作成し保管する必要があります。） 
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旧 新 

第３章 政務活動費の経理 

  

 政務活動費の交付を受けた会派の代表者及び経理責任者並びに議員は、政

務活動費の経理を適正に行わなければなりません。（条例第１０条） 

 

政務活動費の収支については、収支報告書等を作成し、議長に提出しなけ

ればなりません。（条例第１１条第１項） 

 

 

 

 

 

 

また、出納簿等を作成し、収支報告書等とともに５年間整理保管しなけれ

ばなりません。（条例第１４条第１項、規程第５条） 

なお、政務活動費の経理を効率的に行うため、収支報告書等は四半期ごと

に整理し、下表の提出期限までに提出し、事務局の確認を受けてください。ま

た、提出期限は必要に応じ、事務局と協議をしてください。 

第３章 政務活動費の経理 

  

 政務活動費の交付を受けた会派の代表者及び経理責任者並びに議員は、政

務活動費の経理を適正に行わなければなりません。（条例第１０条） 

 

政務活動費の収支については、収支報告書等を作成し、領収書等の写しとと

もに毎年 4 月 30 日(その日が市の休日に当たるときは、その翌日)までに、議

長へ提出しなければなりません。（条例第１１条第１項、同条第２項） 

⇒４月３０日(その日が市の休日に当たるときは、その翌日)時点で金額が確定

していて、後日領収書を差し替える場合を除き、4 月 30 日(その日が市の休日

に当たるときは、その翌日)までに提出された書類において計上の可否を判断

します。 

 

また、出納簿等を作成し、収支報告書等とともに５年間整理保管しなければ

なりません。（条例第１４条第１項、規程第５条） 

なお、政務活動費の経理を効率的に行うため、収支報告書等は四半期ごとに

整理し、下表の提出期限までに提出し、事務局の確認を受けてください。ま

た、提出期限は必要に応じ、事務局と協議をしてください。 
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旧 新 

２ 政務活動費関係様式 

（１）、（２） 略 

（３）参考様式（マニュアルで定める参考様式） 

経理を行うために、参考として定めた様式のことです。各会派及び各議員

で任意の様式を用いることもできます。 

これらの様式は、各会派及び各議員で保管します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 政務活動費関係様式 

（１）、（２） 略 

（３）参考様式（マニュアルで定める参考様式） 

政務活動に係る各種事務を行うために、参考として定めた様式のことです。 

各会派及び各議員で任意の様式を用いることもできます。 
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旧 新 
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旧 新 
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旧 新 

（新設）  

 


